
令和３ 年

17時台まで 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台 24時台以降

事前説明 9 9

会 期 中 18 16 1 1

説 明 0

質 疑 17 5 3 3 3 1 2

事前説明 9 8 1

会 期 中 16 14 1 1

69 52 6 4 3 1 3 0 0

75.4% 8.7% 5.8% 4.3% 1.4% 4.3% 0.0% 0.0%

令和４ 年

17時台まで 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台 24時台以降

事前説明 9 8 1

中途議決 9 9

会 期 中 29 21 3 1 1 1 1 1

事前説明 9 9

会 期 中 16 13 1 2

事前説明 9 7 1 1

会 期 中 16 12 1 2 1

説 明 9 9

質 疑 14 1 3 4 1 2 3

事前説明 9 8 1

会 期 中 16 12 1 2 1

145 109 10 10 4 4 2 1 5

75.2% 6.9% 6.9% 2.8% 2.8% 1.4% 0.7% 3.4%

令和５ 年

17時台まで 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台 24時台以降

事前説明 9 8 1

中途議決 9 9

会 期 中 27 18 4 2 1 2

事前説明 9 9

会 期 中 16 15 1

事前説明 9 7 1 1

会 期 中 14 13 1

説 明 9 9

質 疑 16 6 1 1 6 2

事前説明 8 7 1

会 期 中 16 16

142 117 7 5 8 2 0 2 1

82.4% 4.9% 3.5% 5.6% 1.4% 0.0% 1.4% 0.7%

時期 区分 回数
終  了  時  刻

常任委員会の終了時刻一覧（ 令和３ 年３ 定～令和８ 年２ 定）

時期 区分 回数
終  了  時  刻

３ 定

事務事業

４ 定

合計

１ 定

２ 定

３ 定

事務事業

４ 定

時期 区分 回数
終  了  時  刻

合計

１ 定

２ 定

３ 定

事務事業

４ 定

合計

令和６ 年

17時台まで 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台 24時台以降

事前説明 10 8 1 1

中途議決 10 10

会 期 中 28 21 1 3 2 1

事前説明 9 9

会 期 中 13 13

事前説明 9 9

会 期 中 16 14 1 1

説 明 9 9

質 疑 11 4 1 1 4 1

事前説明 12 7 2 2 1

会 期 中 15 14 1

142 118 4 8 5 5 1 1 0

83.1% 2.8% 5.6% 3.5% 3.5% 0.7% 0.7% 0.0%

令和７ 年

17時台まで 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台 24時台以降

事前説明 9 8 1

中途議決 10 10

会 期 中 28 19 2 4 2 1

事前説明 9 9

会 期 中 9 9

事前説明 9 9

会 期 中 16 16

説 明 0

質 疑 19 5 4 4 2 3 1

事前説明 9 9

会 期 中 16 14 1 1

134 108 4 8 6 3 4 1 0

80.6% 3.0% 6.0% 4.5% 2.2% 3.0% 0.7% 0.0%

令和８ 年

17時台まで 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台 24時台以降

事前説明 9 8 1

中途議決 9 9

会 期 中 30 22 1 1 5 1

事前説明 9 9

会 期 中 16 14 2

73 62 2 3 5 1 0 0 0

84.9% 2.7% 4.1% 6.8% 1.4% 0.0% 0.0% 0.0%

※事前説明の期間や会期中に、 事務事業の説明や質疑が行われている場合でも 、 事前説明・ 会期中で計上している。

※役員互選のための委員会は計上していない。

時期 区分 回数
終  了  時  刻

１ 定

２ 定

３ 定

事務事業

４ 定

時期 区分 回数
終  了  時  刻

合計

１ 定

２ 定

３ 定

事務事業

４ 定

時期 区分 回数
終  了  時  刻

合計

１ 定

２ 定

合計

※１ 定の「 会期中」 の欄には、 中途議決に係る委員会以外の委員会を記載している。
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年 会期等 月日 開始時刻 終了時刻 委員会 主な会議事件 関係局 審査時間 ２日間合計審査時間

３定 １０月 ８日 １３：００ ２２：１９ 厚生 付託議案審査、報告事項（質疑） 福祉保健局、病院経営本部 ８時間１９分 ―
１１月 ９日 １３：００ ２１：１１ 環建 事務事業（質疑） 環境局  ７時間 ８分 ―
１１月１８日 １３：００ ２２：３４ 文教 事務事業（質疑） 教育庁  ８時間３１分 ―
１１月１８日 １３：００ ２２：５２ 厚生 事務事業（質疑） 福祉保健局  ８時間４６分 ―

３月１５日 １３：００ ２２：２８ 経港
予算調査、付託議案審査、報告事項（質
疑）

中央卸売市場、産業労働局  ８時間２２分 ―

３月１６日 １３：００ ２１：４９ 厚生 予算調査、付託議案審査 福祉保健局  ７時間４５分 ―
３月１６日 １７：３０ ２３：５１ 予算調査、付託議案審査、報告事項（質疑） 都市整備局  ３時間４９分

３月１７日 ００：０５ １３：５２
予算調査、付託議案審査、報告事項（質
疑）、意見開陳 ※決定日

都市整備局、所管全局     ５４分

９月１５日 １８：４４ ２３：１１ 文教
提出予定案件（説明）、報告事項（説
明）、請願・陳情審査

生活文化スポーツ局、教育庁 ４時間１５分 ―

９月３０日 １３：００ ２２：２０ 文教 付託議案審査、報告事項（質疑） 生活文化スポーツ局、教育庁 ８時間 ９分 ―
１１月 １日 １３：００ ２１：５５ 経港 事務事業（質疑） 中央卸売市場、港湾局 ７時間４９分 ―
１１月 １日 １３：００ ２３：５６ ９時間３８分
１１月 ２日 ００：０５ ０２：３７ ２時間３２分
１１月 ８日 １３：００ ２３：５１ ９時間５３分
１１月 ９日 ００：１０ ０１：４２ １時間３２分

１１月１０日 １３：００ ２１：１８ 総務 事務事業（質疑）
子供政策連携室、監査事務
局、デジタルサービス局

７時間１３分 ―

１１月１０日 ２０：１５ ２３：４６ ３時間１４分
１１月１１日 ００：０５ ０２：０３ １時間５８分

１１月３０日 １３：００ ２１：０７ 総務
事務事業（質疑）、提出予定案件（説
明）、報告事項（説明）、陳情審査

政策企画局、総務局 ７時間２５分 ―

１２月１３日 ２３：４９ ２３：５０ なし（日またぎの手続） なし １分
１２月１４日 ０７：００ ０７：１９ 付託議案審査 所管全局（※決定日） １９分

終了時刻が２１時以降の常任委員会一覧（令和３年３定〜令和８年２定）

令
和
３
年

事務
事業

令
和
４
年

１定

都市 ４時間４３分

３定

事務
事業

文教 事務事業（質疑） 教育庁 １２時間１０分

厚生 事務事業（質疑） 福祉保健局 １１時間２５分

都市 事務事業（質疑） 都市整備局  ５時間１２分

４定
文教 ２０分
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年 会期等 月日 開始時刻 終了時刻 委員会 主な会議事件 関係局 審査時間 ２日間合計審査時間

２月 ９日 １３：３１ ２３：５７
提出予定案件（説明）、報告事項（説
明・質疑）、請願・陳情審査

生活文化スポーツ局、教育庁 ９時間 １分

２月１０日 ００：０５ ０３：１７ 報告事項（質疑）、請願・陳情審査 教育庁 ２時間５５分
３月１４日 １３：００ ２３：１２ 厚生 議案調査、予算調査、付託議案審査 福祉保健局 ８時間５３分 ―
３月１４日 １３：００ ２３：４３ 文教 予算調査､付託議案審査､報告事項（質疑） 教育庁 ９時間３７分 ―

１１月１６日 １３：００ ２１：２２ 厚生 事務事業（質疑） 福祉局 ７時間３９分 ―
１１月２１日 １３：００ ２１：２４ 文教 事務事業（質疑） 教育庁 ７時間４４分 ―

1定 ３月１５日 １３：００ ２１：１８ 文教 予算調査､付託議案審査､報告事項（質疑） 教育庁 ７時間２３分 ―
１０月３１日 １３：００ ２１：３５ 経港 事務事業（質疑） 中央卸売市場、港湾局 ７時間５３分 ―
１０月３１日 １３：００ ２２：２３ 環建 事務事業（質疑） 環境局 ８時間２４分 ―
１１月 ７日 １３：００ ２１：０５ 経港 事務事業（質疑） 労働委員会事務局、産業労働局 ７時間２８分 ―
１１月１４日 １３：００ ２１：０３ 環建 事務事業（質疑） 建設局  ７時間 ８分 ―
１１月２７日 １３：００ ２１：１３ 厚生 事務事業（質疑） 福祉局 ７時間２６分 ―

１１月２９日 １３：００ ２３：１２ 文教
事務事業（質疑）、提出予定案件（説
明）、報告事項（説明）、請願審査

教育庁 ９時間 ５分 ―

1定 ３月１９日 １３：００ ２１：０３ 文教
予算調査､付託議案審査､報告事項（説
明・質疑）

教育庁 ７時間１３分 ―

１０月３０日 １３：００ ２２：２０ 厚生 事務事業（質疑） 福祉局 ８時間１９分 ―

１１月１１日 １３：００ ２２：５８ 経港 事務事業（質疑）
スタートアップ戦略推進本部、
中央卸売市場

９時間 ―

１１月１８日 １３：００ ２１：３２ 文教 事務事業（質疑） 教育庁 ７時間３０分 ―
１１月１８日 １３：００ ２１：２４ 厚生 事務事業（質疑） 保健医療局 ７時間４３分 ―
１１月１８日 １３：００ ２３：０２ 経港 事務事業（質疑） 産業労働局 ９時間 ２分 ―
１１月２０日 １３：００ ２２：４７ 都市 事務事業（質疑）、報告事項（質疑） 都市整備局 ８時間３８分 ―

４定 １２月１２日 １３：００ ２２：２３ 経港
契約議案調査、付託議案審査、報告事項
（質疑）

中央卸売市場、スタートアップ戦
略推進本部、港湾局、産業労働局

８時間２２分 ―
令和
８年 1定 ３月１８日 １３：００ ２１：３３ 経港 予算調査､付託議案審査､報告事項（質疑） 産業労働局 ７時間１９分 ―

令
和
７
年

事務
事業

※定例会の事前説明の期間に開催された委員会は、当該定例会として記載。審査時間は、休憩時間を除いた時間

令
和
５
年

１定
文教 １１時間５６分

事務
事業

令
和
６
年

事務
事業

４定
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各定例会の会期日数及び議決件数等一覧（令和３年３定〜令和８年２定）

３定 ４定 １定 ２定 ３定 ４定 １定 ２定 ３定 ４定 １定 ２定 ３定 ４定 １定 ２定 ３定 ４定 １定 ２定
１６日 １６日 ３８日 １５日 １８日 １５日 ３８日 １６日 １７日 １６日 ３８日 １５日 １７日 １６日 ３８日 ５日 １６日 １６日 ３８日 １６日

予  算 4 1 35 1 2 3 35 1 1 36 1 38 3 3 33 1
条  例 18 15 61 44 17 15 48 21 13 8 93 9 59 14 95 14 16 17 61 9
契  約 13 8 5 7 2 7 17 21 8 6 10 9 8 7 18 12 13 14 19 15
事  件 2 8 12 7 12 39 12 8 12 11 6 13 22 14 12 15 17 37 9 14
諮  問 2 1 1 2 1 2 1 2 1
専決処分 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1
人事案件 7 22 7 12 1 4 3 8 2 11 1 9 1 35 4 12 6 5

決算（各決分） 17 17 18 19 19
決算（公決分） 11 12 10 9 9

45 60 135 69 46 95 116 56 43 57 159 34 99 65 201 49 58 100 131 46
条  例 1 2 4 1 4 3 7 2 1 4 2 1 3 2 6 2 1 5 6 2
意  見  書 1 1 1 2 1 3 1 1 1 1 1
決  議 1 1 3 1 1 2 1 1 1 4

3 3 7 2 6 6 8 2 4 6 3 3 4 3 6 2 2 7 10 2
請  願 5 38 4 2 3 44 3 9 8 36 3 1 5 33 23 3 31 7
陳  情 24 34 10 36 15 40 6 14 17 40 10 20 20 30 30 54 63 18

0 29 72 14 38 18 84 9 23 25 76 13 21 25 63 53 0 57 94 25
常任委員会 25 19 39 27 29 10 28 34 30 13 30 25 26 12 37 31 21 12 36 32

73 111 253 112 119 129 236 101 100 101 268 75 150 105 307 135 81 176 271 105
※決算の件数は、会計数を記載
※請願・陳情の件数は、分割付託した件数を含めて記載
※報告事項の件数は、常任委員会（事前説明日を含む）における報告事項の件数を記載（事務事業の説明・質疑時に行った報告事項の件数は含まない）

令和４年 令和５年

報 告 事 項
合      計

令和６年 令和７年 令和８年

本会議

知事提出議案

小  計

議員提出議案

小  計

請願・陳情

小  計

本会議・
常任委員会 提  出 案  件

令和３年
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１定 ２定 ３定 ４定
４日（中途議決日前を除く） ３日（改選前は１日） ３日 ３日

1日 公、警 公、警
2日 総、財（※）、文、都、厚、経（※）、環 総、財、文、都、厚、経、環
3日 なし なし
4日 ー ー
1日 なし 公、警 公、警 公、警
2日 警 総、財、文、都、厚、経、環 総、財、文、都、厚、経、環 総、財、都、厚、経、環
3日 財、都、厚、経、環 なし なし 文（日またぎの手続のための委員会１日を含む）

4日 総、文、公 ー ー ー
1日 なし 公、警 都、経、公、警 公、警
2日 厚（福祉保健局１局のみ）、警 総、財、文、都、厚、経、環 総、財、文、厚、環 総、財、文、都、厚、経、環
3日 財、文、都、経、環 なし なし なし
4日 総、公 ー ー ー
1日 なし 総、都、経、公、警 公、警 都、公、警
2日 警 財、文、厚、環 総、財、文、都、厚、経、環 総、財、文、厚、経、環
3日 財、文、都、厚、経、環 なし なし なし
4日 総、公 ー ー ー
1日 なし 全委員会（改選前） 公、警 公、警
2日 警 ー 総、財、文、都、厚、経、環 総、財、文、都、厚、経、環
3日 財、文、都、厚、経、環 ー なし なし
4日 総、公 ー ー ー
1日 なし 公、警
2日 警 総、財、文、都、厚、経、環
3日 財、都、厚、環 なし
4日 総、文、経、公 ー

※開会日の翌日に、コロナ関連の補正予算案の審査（質疑・決定）の委員会を１日開催しているが、その日は日数に含めていない。

 常任委員会の会期中の審査日数一覧（令和３年３定〜令和８年２定）

定例会
会期中審査日の設定日数

令和３年

令和４年

令和５年

令和６年

令和７年

令和８年
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 11道府県における状況（本会議・委員会の会議時間・運営）

１ 予備日等の設定（通常の場合） ２ 常任委員会の開始時刻

有無 設定状況（事実上の予備日等を含む） 有無 設定状況（事実上の予備日等を含む）

北 海 道 なし ── なし ──

・定例会開会日前日及び閉会日前
日は10時00分
・閉会中の毎月第１火曜日（７月
及び10月を除く）は13時00分

慣例

・定例会開会日前日及び閉会日前日：10時から常任委員
会（９委員会同時開催）、13時から特別委員会（６委員
会同時開催）を開催しているため。
・閉会中の毎月第１火曜日：遠方から来る議員の移動時
間を考慮し13時開会としている。なお、特別委員会は翌
日の10時から開催している。

宮 城 県 なし ── なし ── 10時00分 申合せ

埼 玉 県 なし ── なし ── 10時00分 慣例

千 葉 県 なし ── あり 各定例会とも、予備日を１日設けている。 10時00分
会議規則・
議会運営委
員会申合せ

本会議と同じ時刻に開始している。

神 奈 川 県 なし ── なし ── 10時30分 慣例

静 岡 県 なし ── あり
定例会により、予備日等を１日又は２日設け
ている時もある。

10時30分 慣例 本会議と同じ時刻に開始している。

愛 知 県 なし ── なし ── 13時00分
議会運営委
員会決定

平成７年から当初予算等を審議する2月定例会の会期と日
程について検討を行い、平成８年２月16日の議会運営委
員会において、委員会は午後１時から開始することが決
定された。その後、補正予算等を審査する６・９・12月
定例会の委員会も午後１時から開始されている。

京 都 府 なし ── なし ── 13時30分 申合せ

大 阪 府 なし ── あり
定例会により、知事質問の予備日を１日設け
ている時もある。

10時00分 慣例 不明

兵 庫 県 なし ── あり
定例会により、予備日等を１日設けている時
もある。

10時30分（審議時間が長時間にな
ると予想される場合は10時00分）

慣例

広 島 県 あり
定例会により、予備日等を１日又
は２日設けていることが多い。

あり 各定例会とも、予備日等を１日設けている。 10時30分 申合せ

※予備日等とは、当初予定した本会議・常任委員会開催日以外に本会議・常任委員会を開催できる予備日・調整日等をいう。
 会議日程上、明確に設定している場合だけでなく、実際の審議等に要する日数より多く、本会議・常任委員会の設定が可能となっている場合を含む。

通常の開始時刻 根拠 経緯及び理由
本会議 常任委員会（会期中の最終日議決に係る審査日）
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本会議・委員会の会議時間・運営
３ 常任委員会の終了時刻

終了予定時刻

設定の有無 時刻 根拠 上限となる時刻に質疑等が終わらない時の対応
委員会当日の終了
予定時刻の確認の
有無

概ねの終了時刻
最も遅い時刻に終了した委員会の終了
時刻

北 海 道 なし ── ── ── していない
全155回の委員会の平均開催時間は25分で、うち１時間
を超える委員会は10回であった。

14時44分（13時19分開始）

宮 城 県 なし ── ── ── していない

令和７年度中における常任委員会の開催日数の合計は76
日。この内、70日は10時に開会。10時に開会され、12時
前に閉会とした委員会は54日、12時以降に閉会した委員
会は16日

14時38分
（令和７年度）

埼 玉 県 なし ── ── ── していない
審議内容により終了時間は大きく異なるが、12時〜14時
前後

16時08分

千 葉 県 あり 17時00分
会議規則・議会運営委
員会申合せ

質疑等が終わらない場合の対応に係る規定はないが、会期
日程上、委員会予備日（本会議休会）を１日設けている。
先例では、記録上、既定終了時刻を超過して質疑等を続け
た例が複数ある外、委員会予備日に開催した例（２例）及
び委員長が質疑等を打ち切った例（１例）がある。

していない

本県では常任委員会が８つ置かれ、定例会が年４回開催
される。定例会における通常開催（主に閉会日議決に係
る分の議案、請願等に係る審査）の場合、15時までに終
了したのが26委員会、15時を超過して終了したのが６委
員会あった（うち４つは健康福祉常任委員会）。

17時02分

神奈川県 なし ── ── ── していない 16時 21時10分

静 岡 県 なし ── ── ── していない 17時までには終了している。 16時45分

愛 知 県 なし ── ── ── していない 会期中の常任委員会は概ね17時までには終了している。 18時22分

京 都 府 あり 17時00分 申合せ
委員長から、引き続き委員会を行う旨を宣言し、委員の了
解を得ることとしている。

していない 14時30分〜15時30分 16時23分

大 阪 府 なし ── ── ── していない 概ね17時までに終了している 17時09分

兵 庫 県 なし ── ── ── していない
委員会によるが、早い委員会で11時30分頃、遅い委員会
で12時30分頃

13時18分（※なお、特定テーマ調査研
究として学識経験者等から意見聴取した
場合は夕方までかかっている。）

広 島 県 なし ── ── ── していない
概ね８割の委員会が12時までに終了しているが、12時以
降に終了している委員会が17委員会あった。

12時34分

上限となる時刻の設定 実際の終了時刻（令和7年中）
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４ 常任委員会における質疑通告 ５ 常任委員会の質疑時間に関するルール

実施の有無 通告の締切時刻 根拠

質疑時間に関する
ルール（質疑時間の
制限・質疑時間の担
保の仕組みなど）の
有無

内容・根拠（申合せ等）

同一案件（条例案、
報告事項等）につい
て、あらかじめ日を
分けて質疑する事例
の有無

基準・考え方

北 海 道 あり
前日（委員会開催日の前日が土・日・祝
日等に当たるときは、その前日）の12時
00分

各委員会の理事会で委員会運営方法を決定 なし ── なし ──

宮 城 県 なし ── ── なし ── なし ──

埼 玉 県 なし ── ── あり
正副委員長会議において、「各委員の公平な発言の機会を確保
すること」と申し合わせている。

なし ──

千 葉 県 なし ── ── なし ── なし ──

神 奈川県 なし ── ── なし ── なし ──

静 岡 県 なし ── ── あり

各会派代表者会議申し合わせ事項において、委員1人当たり答
弁時間を含めて原則60分以内、部局の入れ替えを行う委員会に
おいては、委員1人当たり答弁時間を含めてそれぞれ原則40分
以内と定めている。

なし ──

愛 知 県 なし ── ── なし ── なし ──

京 都 府 なし ── ── あり
申合せにおいて、「所管事項に係る質問については、会派持ち
時間制とし、各会派の持ち時間は、20分に会派委員数を乗じた
時間を目安とする。」と規定されている。

なし ──

大 阪 府 あり（知事への質問
に限り採用）

知事質問について、自身の一般審査の質
問時において質問項目を明確にし、委員
長に口頭により通告

申合せ あり

根拠：委員会の質疑・質問等に関する申合せ事項
内容：
①一般審査
各会派に、所属委員１人当たり60分（答弁時間を含む）を乗じ
た時間を配分し、機会均等を図るため１人１回につき60分以内
としている。ただし、決算審査（11月定例会）については、上
記の60分を30分と読み替える。
②知事質問
各会派に、知事質問の質問通告者１人当たり10分（質問時間の
み）を乗じた時間を配分している。

あり

常任委員会の審査日程は、各定例会の招集告
示日の議会運営委員会において決定してお
り、各委員会あたり一般審査２日間、知事質
問１日の計３日間設定し、質疑を実施してい
る。

兵 庫 県 なし ── ── なし ── なし ──

広 島 県 なし ── ── なし ── なし ──

６ 常任委員会における同一案件に係る質疑
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８ 本会議における答弁

一般会計 特別会計 公営企業会計等 合計

質問者が質問中で知事に答
弁を求めている場合に、知
事以外の理事者が答弁して
いる事例の有無
（令和７年以降）

北 海 道 31,681 10,377 特別会計に含む 42,058 あり

宮 城 県 10,959 4,253 466 15,678 あり

埼 玉 県 24,349 12,755 2,166 39,270 なし

千 葉 県 22,535 20,384 3,498 46,417 あり

神 奈 川 県 23,759 23,277 1,710 48,747 なし

静 岡 県 14,141 8,073 854 23,068 なし

愛 知 県 32,224 13,558 2,573 48,355 あり

京 都 府 10,433 5,485 363 16,281 あり

大 阪 府 39,216 32,852 1,475 73,543 あり

兵 庫 県 23,182 18,359 3,762 45,303 あり

広 島 県 11,514 5,477 187 17,178 あり

７ 予算規模（令和８年度 ）        ＜単位:億円＞

「７ 予算規模（令和８年度）」に関する注意書き
１ 金額は、各道府県が公表した令和8年度当初予算資料による。
２ 準公営企業会計は、「公営企業会計等」に含めている。
３ 各会計について億円未満を四捨五入している。なお、各道府県が億円単位で公表している各会計の数値はその

まま記載している。このため、内訳の合計と各道府県が公表する総会計額が一致しない場合がある。
４ 各道府県の「公営企業会計等」は、各道府県の公表値をそのまま記載している。集計対象及び集計基準は必ず

しも同一ではないため、単純に比較することはできない。
５ 北海道は、公表資料上、公営企業会計を含めて「特別会計」として計上しているため、「公営企業会計等」欄

には重ねて計上していない。

9



委員会条例等におけるオンライン出席（開会）の規定 大規模な災害の発生 感染症のまん延 育児 介護 その他 備考

東京都

（委員会の開会方法の特例)
第十三条の二 委員長は、新型コロナウイルス感染症（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年
法律第百十四号）第六条第七項第三号に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。）のまん延防止措置の観点から、委員会
の招集場所への招集が困難と認める場合には、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることが
できる方法（以下「オンライン」という。）を活用して委員会を開会することができる。

△
※

※感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関す
る法律第六条第七項第三号
に規定する新型コロナウイ
ルス感染症のみ

北海道

（開催方法の特例）
第十三条の二 委員長は、重大な感染症のまん延を防止するため又は大規模な災害の発生等の事由により委員が委員会の招集
場所に参集することが困難であると認める場合には、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をする
ことができる方法（以下「オンラインの方法」という。）によって会議を開くことができる。

○ ○

宮城県

（委員会開催の特例）
第十四条の二 委員長は、重大な感染症のまん延の防止、大規模な災害の発生又は育児、介護等のやむを得ない事由により、
委員会を招集する場所に参集することが困難な委員があると認めるときは、映像及び音声の送受信により相手の状態を相互に
認識しながら通話をすることができる方法（以下「オンライン」という。）により委員会を開催することができる。

○ ○ ○ ○ ○

埼玉県

（出席の特例）
第十条の二 委員長は、感染症のまん延防止の観点から又は大規模災害等の発生等若しくは育児、介護等のやむを得ない事由
により、委員会の招集場所への参集が困難な委員があると認めるときは、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識
しながら通話することができる方法（以下この条及び第三十三条第一項において「オンライン」という。）により、当該委員
を委員会に出席させることができる。

○ ○ ○ ○ ○

千葉県

（出席の特例）
第十二条の二 委員長は、重大な感染症のまん延又は大規模な災害等の発生により、委員会を招集する場所に参集することが
困難な委員があると認めるときは、映像及び音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方
法により、当該委員を当該場所以外の場所から委員会に参加させることができる。

○ ○

神奈川県

（出席の特例）
第十一条の二 委員長は、委員について、大規模な災害の発生、感染症のまん延その他のやむを得ない事由により委員会を招
集しようとする場所に参集することが困難であると認めるときは、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しなが
ら通話をすることができる方法（次項において「オンラインによる方法」という。）によつて、当該委員に発言その他の行為
をさせることができる。

○ ○ ○

静岡県

第十条の二 委員長は、委員について、次に掲げる場合に該当すると認める場合には、映像及び音声の送受信により相手の状
態を相互に認識しながら通話をすることができる方法（以下「オンライン」という。）を活用して委員会を開催することがで
きる。
一 大規模な災害の発生、感染症のまん延その他の委員個人の責めに帰することができない事由により委員会を招集しようと
する場所に参集することが困難である場合
二 育児、介護その他のやむを得ない事由により委員会を招集しようとする場所に参集することが困難である場合

○ ○ ○ ○ ○

愛知県

（出席の特例）
第十一条の二 委員長は、重大な感染症のまん延又は地震、台風その他の大規模な災害の発生等により、委員会を招集する場
所に参集することが困難な委員があると認めるときは、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をす
ることができる方法によつて、当該委員を委員会を招集する場所以外の場所から委員会に参加させることができる。

○ ○ ○

京都府

（開催方式の特例）
第十二条の二 次の各号のいずれかに該当する場合において、委員長が必要と認めるときは、オンライン方式により委員会を
開催することができる。
一 府民生活に重大な影響を及ぼすおそれのある感染症のまん延を防止するため必要な措置を講じるべき場合
二 大規模な災害その他の緊急事態が発生し、又はそのおそれがあることにより委員会を招集する場所に参集することが困難
な委員がある場合
三 育児又は介護のため委員会を招集する場所に参集することが困難な委員がある場合

○ ○ ○ ○

委員会のオンライン出席（開会）の規定の状況 （１３都道府県・標準都道府県議会委員会条例）

10

資料６



委員会条例等におけるオンライン出席（開会）の規定 大規模な災害の発生 感染症のまん延 育児 介護 その他 備考

大阪府

（出席方法の特例）
第十二条の二 委員長は、重大な感染症のまん延防止措置の観点から又は大規模な災害等の発生等により、若しくは育児、介
護等のやむを得ない事由により委員会の開会場所への参集が困難な委員がある場合において、適切かつ効果的な委員会の運営
の観点から特に必要と認めるときは、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方
法（以下「オンライン」という。）より、当該委員を委員会の開会場所以外の場所から委員会に出席させることができる。こ
の場合において、議事の公開の要請への配慮、委員等の本人確認及び自由な意思表明の確保等に十分留意するものとする。

○ ○ ○ ○ ○

兵庫県

（開催方法の特例）
第十条の二 委員長は、重大な感染症のまん延防止、大規模災害その他の緊急事態の発生、育児、介護その他のやむを得ない
事由により委員が委員会の招集場所に参集することが困難であると認める場合には、映像と音声の送受信により相手の状態を
相互に認識しながら通話をすることができる方法（以下この条において「オンラインの方法」という。）を利用して委員会を
開催することができる。

○ ○ ○ ○ ○

広島県

（委員会の開催方法の特例）
第十一条の二 委員長は、重大な感染症のまん延又は大規模な災害の発生等により、委員が委員会の招集場所へ参集すること
が困難であると認める場合には、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法
（以下「オンライン」という。）を活用した会議を開催することができる。

○ ○

福岡県 なし

（出席の特例）
第十二条の二 委員長は、委員について、次に掲げる場合に該当すると認めるときは、映像と音声の送受信により相手の状態
を相互に認識しながら通話をすることができる方法（次項において「オンラインによる方法」という。）によつて、当該委員
に発言その他の行為をさせることができる。
一  大規模な災害の発生、感染症のまん延その他の委員個人の責に帰することができない事由により委員会を招集しようとす
る場所に参集することが困難である場合
二  育児、介護その他のやむを得ない事由により委員会を招集しようとする場所に参集することが困難である場合

（開会の特例）
第十二条の二 委員長は、委員について、次に掲げる場合に該当すると認めるときは、映像と音声の送受信により相手の状態
を相互に認識しながら通話をすることができる方法（以下この条において「オンラインによる方法」という。）によつて、委
員会を開会することができる。
一  大規模な災害の発生、感染症のまん延その他の委員個人の責に帰することができない事由により委員会を招集しようとす
る場所に参集することが困難である場合
二  育児、介護その他のやむを得ない事由により委員会を招集しようとする場所に参集することが困難である場合

標準都道府県議
会委員会条例 ○ ○ ○ ○ ○
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  11道府県における状況（委員会のオンライン出席の対象事由）

委員会のオンライン出席（開会）①

大規模な災害の発生 （重大な）感染症のまん延 育児 介護
その他

（やむを得ない事由等を含む）

北 海 道 定めている
地震、台風、豪雨、豪雪、洪水等の自然災害の発生
により、公共交通機関及び幹線道路が利用できなく
なるなど、参集することが困難な場合

社会経済に影響を及ぼす感染症の感染が拡大し、そ
のまん延防止を図る必要がある場合

（対象事由となっていない） （対象事由となっていない） （対象事由となっていない）

宮 城 県 定めている
宮城県災害対策本部が設置される災害が発生したと
き。

・本人が感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律上に規定する感染症にり患し、感染
症法上の入院勧告若しくは就業制限を受けていると
き又は医師等から外出自粛を推奨されているとき。
・感染症法第44条の３第１項の規定による行動制限
を受けているとき。
・その他、保健所等からの行動制限の要請を受けて
いるとき。

本県職員の育児に関する休業と同様に、３歳に満た
ない子を養育するため、当該子が３歳に達する日ま
でを対象としている。

本県職員の介護に関する休暇と同様に、対象範囲は
配偶者・父母・子・配偶者の父母等としている。

宮城県議会会議規則第２条（欠席の届出）に規定す
る「その他のやむを得ない事由」に該当する場合
で、本人の状況からオンライン出席が可能で、か
つ、本人がオンライン出席を希望する場合

埼 玉 県 定めていない ── ── ── ── ──

千 葉 県 定めていない ── ── （対象事由となっていない） （対象事由となっていない） （対象事由となっていない）

神奈川県 定めていない ── ── （対象事由となっていない） （対象事由となっていない） ──

静 岡 県 定めている ── ── 小学校就学始期に達するまでの子の養育

配偶者、父母、子及び配偶者の父母、祖父母、配偶
者の祖父母、孫及び兄弟姉妹、同居している父母の
配偶者、配偶者の父母の配偶者、子の配偶者、配偶
者の子

──

愛 知 県 定めている
その発生により、公共交通機関及び幹線道路が利用
できなくなるなど、事実上参集することが困難であ
ると当該委員が判断した場合とするものとする。

「重大な感染症」については、新型インフルエンザ
等対策特別措置法が対象とする感染症のような社会
経済に影響を及ぼす感染症の感染拡大が発生した場
合を基本とし、その都度、議会運営委員会において
協議するものとする。 新型インフルエンザ等対策特
別措置法が対象とする感染症により参集することが
困難な場合については、保健所等の要請により、外
出を控える必要がある者（無症状又は軽症の感染
者、濃厚接触者等）とするものとする。

（対象事由となっていない） （対象事由となっていない）

令和２年10月の愛知県議会委員会条例改正時におい
て予見することが困難な危機事案が発生した場合を
基本とし、今後、地方議会をとりまく環境をはじめ
とする社会情勢の変化に応じて対応すべきと考えら
れる事由も含め、その都度、議会運営委員会におい
て協議するものとする。

京 都 府 定めていない ── ── ── ── （対象事由となっていない）

大 阪 府 定めていない ── ── ── ── ──

兵 庫 県 定めている
交通手段の途絶により、県議会への参集が困難な委
員

①重大な感染症の陽性が判明した委員②濃厚接触者
として特定又は判断され、健康観察期間にある委員
③感染者又は濃厚接触者に該当する恐れがあり出席
の自粛を求められている委員④高齢や基礎疾患を持
つ等の理由により、感染リスクを避ける必要がある
ためとして、オンライン参加を希望する委員

乳幼児等を預け、委員会には参加できるが、預け先
までの送迎時間を含めると参集が困難な委員

介護が必要な家族を預け、委員会には参加できる
が、預け先までの送迎時間を含めると参集が困難な
委員

──

広 島 県 定めている
地震や大雨などの災害発生により交通遮断され、登
庁できない場合

感染症法上の第３類（就業制限）以上の行動制限に
伴い、登庁できない場合

（対象事由となっていない） （対象事由となっていない） （対象事由となっていない）

オンライン出席（開会）の対象事由
（災害・感染症・育児・介護・その
他）について、下位規程等で定義を
具体的に定めているか

定めている場合の定義
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資料７



委員会のオンライン出席の対象事由

委員会のオンライン出席（開会）②

大規模な災害の発生 （重大な）感染症のまん延 育児 介護
その他

（やむを得ない事由等を含む）
事例の
有無

具体的な事例 育児 介護 育児 介護

北 海 道 ── ── （対象事由となっていない） （対象事由となっていない） （対象事由となっていない） なし ── ── ──

宮 城 県 ── ── ── ── ── なし ── 求めている 求めている ── ──

埼 玉 県 委員長において判断 委員長において判断 委員長において判断 委員長において判断 委員長において判断 あり

該当事由：感染症のまん
延
具体的事例：新型コロナ
の濃厚接触者、新型コロ
ナ罹患

求めていない 求めていない ── ──

千 葉 県

条例制定から現在に至るまで
オンラインでの委員会出席を
行った例はないが、状況判断
の上、委員長及び議会事務局
において協議を行い、事由と
して認めるものと思料される。

条例制定から現在に至るまで
オンラインでの委員会出席を
行った例はないが、状況判断
の上、委員長及び議会事務局
において協議を行い、事由と
して認めるものと思料される。

（対象事由となっていない） （対象事由となっていない） （対象事由となっていない） なし ── ── ──

神奈川県
委員長が、委員につき、委員
会招集場所に参集困難と認め
るとき

委員長が、委員につき、委員
会招集場所に参集困難と認め
るとき

（対象事由となっていない） （対象事由となっていない）
委員長が、委員につき、委員会
招集場所に参集困難と認めると
き

なし ── ── ──

静 岡 県 委員長において判断 委員長において判断 ── ── 委員長において判断 あり

該当事由：その他のやむ
を得ない事由
具体的事例：委員本人の
病気

求めている 求めている ── ──

愛 知 県 ── ── （対象事由となっていない） （対象事由となっていない） ── なし ── ── ──

京 都 府 正副委員長で協議の上決定 正副委員長で協議の上決定 正副委員長で協議の上決定 正副委員長で協議の上決定 （対象事由となっていない） なし ── 求めていない 求めていない ── ──

大 阪 府
大規模災害等で交通が途絶して
いるなど委員会の開会場所へ
の参集が困難である場合

重大な感染症に多くの委員が
感染するなど委員会の開会場所
への参集が困難である場合

委員長において判断 委員長において判断 委員長において判断 あり 求めている 求めている ── ──

兵 庫 県 ── ── ── ── 特に定めていない なし ── 求めている 求めている ── ──

広 島 県 ── ── （対象事由となっていない） （対象事由となっていない） （対象事由となっていない） なし ── ── ──

オンライン出席（開会）の事例 オンライン出席（開会）の申請時に
具体的な理由の記載を求めているか

育児・介護を対象事由として規定していない具体的な理由定めていない場合、どのような状況であるときに対象事由として認めるか

議会運営委員会において協議してきたが、令和６年３月、他都府県の動向や運用状
況を参考に必要に応じて検討することとした。

大規模な災害の発生・感染症のまん延以外の事由については、議員の意向を確認し
ながら策定するものとの判断がなされたところであるが、現在、議会内部ワーキン
ググループにおいて検討中である。

その他やむを得ない事由の中で、個別具体的に判断することを想定している。

令和５年10月に標準委員会条例が改正されて以降、具体的な検討がなされていない
ため

広義の危機管理対応として、委員会での執行部からの資料説明の聴取や発言の機会
を確保するため、オンライン委員会を開催できる規定を新設したのであり、審議に
支障を生じない程度の負傷や疾病にり患、あるいは育児や介護に関わる議員などの
オンラインによる出席については、委員会にも準用する広島県議会会議規則の欠席
事由を令和３年２月定例会において見直した直後であったため、引き続き、慎重に
検討する必要があり、規定していない。
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会議規則における欠席事由の規定 公務 疾病 出産 育児 介護 看護
配偶者の

出産

産前産後期間
の明示

（産前８週、
産後８週）

備考

東京都
（欠席の届出）
第十一条 議員が疾病、出産、家族の弔事、家族の看護又は介護、配偶者の出産補助その他の事故のため出席できないときは、その理由を付けて、
当日の開議時刻前に、議長に届出なければならない。

○ ○ ○ ○ ○
欠席事由として
「家族の弔事」
も明記

北海道

（欠席の届出）
第二条 議員は、公務、疾病、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、介護、看護その他のやむを得ない事由のため出席できないときは、その理由
を付け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日
から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間を明らかにして、あらか
じめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宮城県

（欠席の届出）
第二条 議員は、公務、疾病、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、看護、介護その他のやむを得ない事由のため会議に出席できないときは、そ
の理由を付け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため会議に出席できないときは、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）
前の日から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間を明らかにして、
あらかじめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県

（欠席の届出）
第七条 議員は、公務、疾病、出産、育児、家族の看護又は介護、配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）の出産
補助その他のやむを得ない事由のため会議に出席できないときは、その理由及び日数を付けて、あらかじめ議長に届け出なければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４週間）前の日
から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間を明らかにして、あらか
じめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

千葉県

（欠席の届出）
第二条 議員は、公務、疾病、出産、育児、看護、介護、出産補助その他のやむを得ない事由により会議に出席できないときは、その理由を付け、
当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産により会議に出席できないときは、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４週間）
前の日から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、会議に出席できない期間を明らかに
して、あらかじめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

神奈川県

（欠席の届出）
第十条 議員は、公務、病気、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、介護、看護その他のやむを得ない事由により、会議又は委員会に出席するこ
とができないときは、あらかじめその理由と日数を記載した欠席届を議長又は委員長に提出しなければならない。
２ 議員が出産のため会議又は委員会に出席することができないときは、前項の規定にかかわらず、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合に
あつては、１４週間）前の日から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席すること
ができない期間を記載した欠席届をあらかじめ議長又は委員長に提出することをもつて、同項の規定による欠席届の提出に代えることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

静岡県

（欠席の届出）
第二条 議員は、公務、疾病、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、介護、看護その他のやむを得ない事由のため出席できないときは、その理由
を付け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４週間）前の日
から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間を明らかにして、あらか
じめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

本会議の欠席事由の規定の状況（１３都道府県・標準都道府県議会会議規則）
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資料８



会議規則における欠席事由の規定 公務 疾病 出産 育児 介護 看護
配偶者の

出産

産前産後期間
の明示

（産前８週、
産後８週）

備考

愛知県

（欠席の届出）
第二条 議員は、公務、疾病、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、介護、看護その他のやむを得ない事由のため出席できないときは、その理由
を付け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。
２ 前項の出産には、出産の予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４週間）前の日から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該
出産の日）後８週間を経過する日までの間にあることを含むものとする。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
※

※産前６週
 産後８週

京都府

（欠席の届出）
第二条 議員は、疾病、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、介護、看護その他のやむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付
け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４週間）前の日
から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間を明らかにして、あらか
じめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府

（欠席の届出）
第二条 議員は、公務、疾病、出産、育児、看護、介護、出産支援その他のやむを得ない事由のため会議に出席できないときは、その理由を付け、
議長に届け出なければならない。
２ 前項に規定する場合において、議員が出産のため会議に出席できないときは、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週
間）前の日から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間を明らかにし
て、あらかじめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

兵庫県
（欠席の届出）
第十三条 議員は、公務、疾病、出産、育児、家族の看護又は介護、家族の葬儀、配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由により出席できない
ときは、その理由を付け、あらかじめ議長に届け出なければならない。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
欠席事由として
「家族の葬儀」
も明記

広島県

（欠席等の届出）
第二条 議員は、公務、疾病、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、介護、看護その他のやむを得ない事由のため出席できないときは、その理由
を付け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４週間）前の日
から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間を明らかにして、あらか
じめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県

（出席の届出）
第二条
２ 議員が、公務、疾病、出産、育児、家族の看護又は介護、配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のため欠席しようとするときは、第二号
様式により、その理由を付して議長に届け出なければならない。散会前に退場する場合も、また同様とする。
３ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、第二号の二様式により、当該出産の予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっ
ては、１４週間）前の日から当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間
を明らかにして、あらかじめ議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

標準都
道府県
議会会
議規則

（欠席の届出）
第二条 議員は、公務、疾病、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、介護、看護その他のやむを得ない事由のため出席できないときは、その理由
を付け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、当該出産の予定日８週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４週間）前の日か
ら当該出産の予定日（議員が出産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間を明らかにして、あらかじ
め議長に届け出ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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 11道府県における状況（本会議の欠席事由）

育児・介護を理由とした欠席の届出

育児 介護 育児 介護 育児 介護

北 海 道 定めていない ── ── 本人から議長に届出があった場合 本人から議長に届出があった場合 求めていない 求めていない

宮 城 県 定めていない ── ──
子を養育するために合理的理由がある場
合

介護するために合理的な理由がある場合 求めている 求めている

埼 玉 県 定めていない ── ──
会議規則上「育児」の記載のみで、具体
的な判断基準はない。

会議規則上「家族の看護・介護」の記載
のみで、具体的な判断基準はない。

求めていない 求めていない

千 葉 県 定めていない ── ──
これまで育児を理由とした欠席の届出は
ない。

これまで介護を理由とした欠席の届出は
ない。

神奈川県 定めていない ── ── 実績なし 実績なし 求めていない 求めていない

静 岡 県 定めていない ── ── その都度判断する。なお、事例はない。 その都度判断する。なお、事例はない。 求めている 求めている

愛 知 県 定めていない ── ── 育児を理由として欠席した事例なし 介護を理由として欠席した事例なし 求めている 求めている

京 都 府 定めていない ── ── 具体的な判断基準はない。 具体的な判断基準はない。 求めていない 求めていない

大 阪 府 定めていない ── ──
育児を理由とする欠席届を議長に届け出
た場合

介護を理由とする欠席届を議長に届け出
た場合

求めていない 求めていない

兵 庫 県 定めていない ── ──
状況について明確な条件や範囲はなく、
事案毎に判断している。

状況について明確な条件や範囲はなく、
事案毎に判断している。

欠席届に理由を付すことは求められる 欠席届に理由を付すことは求められる

広 島 県 定めていない ── ── 申し出により個別に判断 申し出により個別に判断 求めていない 求めていない

育児・介護を理由とした
欠席の定義を、下位規程
等で具体的に定めている
か

定めている場合の定義 定めていない場合、どのような状況であるときに欠席と認めているか 欠席届への具体的な理由の記載を求めているか
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